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はじめに 
 
世界テレビ市場の 2 割を占める中国のカラーテレビ市場は、現在ブラウン管テレビがまだ主
流であり、8割以上に占めているのである。一方、薄型テレビ市場は 2003 年から拡大しており、
急成長ぶりを示している。中国国家信息中心が発表した『2005 年度薄型テレビ白書』によると、
2006 年の薄型テレビ市場は前年比 2倍増の 420 万台になると予測している。また、富士経済や
ディスプレイサーチなどのリサーチ会社が薄型テレビ市場について、多数のレポートと調査
データを発表している1。今後、中国において、薄型テレビは価格の低下が購買意欲を刺激し、
高成長を続けると見込まれている。 
 また、中国国家広播電影電視総局が「21 世紀のラジオ・テレビ・メディアフォーラム」で、
テレビ放送における今後の発展傾向を明示した2。したがって、2015 年に中国国内ではアナロ
グテレビ放送が全面停止になり、現在保有している 4 億台のテレビが、今後 10 年以内に、デジ
タルテレビに切り替わるだろうと推測される。 
 世界テレビ市場の発展傾向と中国政府のデジタル放送計画を踏まえて、中国薄型テレビ市場
は今後 10 年間で 1000 億元を越える規模となり、北米、欧州、日本に次ぐ第４の市場になりつ
つある。2004 年、中国のカラーテレビ販売台数は 7,268 万台になり、うちの輸出台数は 2,772
万台であった。しかし、国内テレビ市場の供給過剰により、業界全体の平均利益率は 2.05％ま
でに下落している。このような厳しい経営環境下、外資系の大手家電メーカーが 1990 年代末、
いち早くブラウン管テレビ生産から薄型テレビ(FPDTV と略称)に切り替え、中国市場で生産体
制を整えている。一方、2000 年から、ローカルメーカー各社が、プラズマテレビ(PDPTV と略称)
や液晶テレビ(LCDTV と略称)など、薄型テレビの開発・生産に注力することによって、今後の
中国薄テレビ市場において、競争はますます激しくなっているのであろう。 
 1980 年代に入って、日系家電メーカーはテレビ、白物家電などの分野で対中国の技術支援を
                                 
1 ディスプレイサーチは 2005 年の PDPTV 出荷数が前年比 109%増の約 590 万台であると発表した(2006 年 2
月 22 日)。また、富士経済は中国薄型テレビ市場の市場規模について、2007 年には 2004 年の 6 倍弱の
735 万台に達すると予測している(日本経済新聞 2005 年 8 月 19 日)。 
2 中国国家広播電影電視総局は今後のテレビ放送について①2005 年、デジタル衛星中継の開始、地上デジ
タルテレビの実験開始 ②2008 年、地上デジタルテレビの全面的普及 ③2015 年、アナログテレビ放送の
停止という計画を打ち出した。 
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行った。主な進出形態は直接投資による現地生産、プラント輸出による技術提携、委託加工な
どの 3 種類である。当時、日系企業は中国国内の政治状況、投資環境などのリスクを考慮し、
直接投資の件数より合弁企業の設立件数が少なく、福建日立、華強三洋などの数社しかなかっ
た。一方、松下電器は当時の中国副首相である鄧小平のテレビ事業部訪問(1978 年 10 月)を受
けた後に、ブラウン管(白黒テレビ)のプラント輸出を初めて行った。それ以降、松下は中国に
AV 家電、家電製品の生産設備と技術の提供や中国における家電製品の国産化に大きく貢献した。 
 中国における日系企業の PDPTV 生産について、2001 年 12 月に松下の上海 PDP 工場は稼動さ
れ、2005 年 11 月、日立は福州で PDPTV の生産に乗り出した。2社はいずれも PDP モジュールと
完成品を生産しており、中国市場の現地販売も行っている。 
 以下では、中国の PDPTV 産業を焦点に当たって、市場構造と特徴を分析した上で、中国 PDPTV
生産に乗り出した日系 2社の事業展開及び問題点を検討していきたい。 
 
1・PDPTV の特徴と中国の PDPTV 市場 
 
 PDPTV の特徴 
 PDPTV は CRT(ブラウン管)や LCDTV と異なり、蛍光灯に似た原理を採用するものである。PDPTV
の画像は光の三原色である RGB の三つのドットの集まりから形成されている。ドットは、厚さ
3mm 程度の二枚のガラス基板に挟まれたセル構造で、電極からセル内に封入したガスに電流を
流して放電させることによって紫外線を発生させる。この紫外線が赤、緑、青の蛍光体を刺激
し、色ごとに発光する。この各色の発光強度を制御することで繊細な色表現を可能にした。こ
の三原色のセル 1組が 1画素を構成する3。 
 PDPTV の優位性は製造のコストが液晶より安く、応答速度が速く、大型化が容易などの点に
ある。弱点は 30 インチ以下の小型化製造は難しいことと、寿命が比較的に短いこと、さらに電
力の消費が大きいという点が指摘される。富士通が 1992 年に電極構造と駆動方式を独自に改良
した AC 駆動方式で PDPTV を開発し、量産化ができなかった。パイオニアが 1997 年に PDPTV を
商品化して以来、PDPTV は薄型で大画面の画期的なテレビとして注目を浴びた。 
表１で示すように、PDP の製造工程は大きくパネル製造工程、モジュール工程、完成品組み
立て工程の 3つに分けられる。前面、背面のガラス基板の加工とそれらを重ね合わせる作業は
パネル製造工程である。前面ガラスには ITO を使用する透明電極、金属を使用するバス電極を
形成し、背面ガラスにはアドレス電極を形成した後、各画素を隔てるためにリブ（隔壁）を作
り、RGB3 色の蛍光体を塗布する。そして、この 2枚のガラスを重ね合わせて接着した後、空気
                                 
3 日立富士通プラズマディスプレイによる(http://www.hitachi-fhp.co.jp/pdp/index.html)。 
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を排気し、混合ガスを封入するとパネルが完成する。モジュール工程は完成されたパネルは駆
動 IC ドライバによる電気回路をつける作業である。最後に、モジュールにシャーシやチュー
ナーなどの付属品、電子部品を組み立て、テストや検査などの調整を行い、PDPTV が完成され
るという作業が一連の流れである。 
 
表 1 PDPTV の製造工程 
パネル製造工程 モジュール工程 ＴＶ・モニター完成 工 
程 前面板 後面板 組み立て 
作 
業 
内 
容 
表示電極形成 
バス電極形成 
誘電体層形成 
保護膜成膜 
アドレス電極形成
誘電体層形成 
リブ形成 
蛍光体形成 
封止 
排気 
ガス充填 
封止 
ガス封入 
(キセノン、ヘリウム等) 
駆動回路実装 
映像・信号処理回路の実装 
カバー、電源の組立 
ユニット検査 
出所：SMPD の社内資料により作成 
  
表 2 PDP モジュールのコスト構成(1Q‘05 年) 
コストの区分 単価 シェア
ガラス 
蛍光体 
パネル部分 
PASTE 
149 ドル 31% 
IC 類 
駆動部 
器具部 
ロジック部 
回路部 
その他 
338 ドル 69% 
PDP 合計コスト 487 ドル 100% 
出所：ディスプレイバンクのレポート「PDP 価格動向及
び原価競争力分析」により作成 
 
主な部品は前面のフィルター、ガラス、パネル、アルミシャーシ、プリント基板、モジュー
ルと駆動 IC である。また、PDPTV のコストを見ると、PDP モジュールがコスト全体の 50%を占
めている。そのうち、PDP と駆動回路のコストがそれぞれ PDP モジュールの 31%、69%を占めて
いる(表 2)。 
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中国の PDPTV 市場 
2005 年、中国の薄型 TV 市場は約 190 万台の出荷量を記録しており、うち PDPTV が 55 万台、
LCDTV が 135 万台となった。今後、中国における薄型 TV 市場の急成長により世界の薄型 TV 市
場に大きな影響を与えると予想されている。また、2006 年の中国薄型テレビ市場は高い成長率
を維持し、LCD TV が中国薄型テレビ市場に大きな割合を占め、PDP TV が相変わらず大型サイズ
(40 インチ以上)市場の主流であると予想されている4。 
薄型テレビは解像度によって HDTV と SDTV の 2 種類がある5。中国における HDTV 放送の推進
が遅れており、SDTV(EDTV、VGA)が市場シェアの約 75%を占めている。製品別の市場シェアを見
ると、LCD TV は 10～40 型の製品市場に高いシェアを維持しており、PDPTV は 40 型以上の市場
に圧倒的な優位性(約 9割)を示している。 
 
図 1 中国における薄型テレビ出荷台数の推移 
  
 
 
 
 
 
 
 
出所：CCID データの発表により作成 
 
近年、中国の都市部では所得の増加と住宅環境の改善、さらに DVD の普及等により、富裕層・
中間層を中心に高画質・大画面テレビの需要が拡大している。このような背景で中国における
大型薄型テレビ市場(PDP と LCD)の需要は、2004 年に 14 万台、2005 年に 62 万台となり、2008
年に 366 万台に達すると予測された(表 3)。一方、LCD TV の大型化傾向が見られ、2006 年には
大型薄型テレビ市場の約 20%を占めると予想される。したがって、テレビメーカーは LCD TV の
大型サイズ製品の開発、生産に注力することにより、2007 年には LCD TV と PDP TV の競争が徐々
に激しくなると考えられる。 
                                 
4 中国国家信息中心『2005 年度薄型テレビ白書』による。 
5 HD (High Definition) TV は高精細、ハイビジョン放送に対応する TV で一般的に走査線 1125 本、画面の
縦横比が 16:9 で放送される方式を指す。SD(Standard Definition) TV は従来のアナログ放送の標準的な
解像度に対応する。 
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表 3 中国における大型薄型テレビの市場需要(万台) 
 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 
PDPTV 19.0 53.3 91.0 130.2 168.0 
LCDTV＞40 型 0.1 9.1 54.4 124.7 198.1 
合計 19.1 62.4 145.4 254.9 366.1 
出所：SMPD の社内資料により作成 
 
図 2 PDP・PDPTV の価格動向 
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出所：ディスプレイサーチ、CCID の発表により作成 
 
 近年、PDP パネル出荷額の下落により、PDPTV の価格下落も余儀なくされた。2004 年、42 型
SD 級パネルが 35.4%、42 型 HD 級パネルが 32.0%、50 型 HD 級パネルが 25.5%の年間下落率を記
録した。2005 年には、前年より比較的に下げ幅が縮小されたとはいえ、42 型 HD 級 PDP パネル
と PDPTV の出荷額はそれぞれ 16.7%、43.2%の年間下落率となった。一方、PDPTV 価格の下落率
はパネルよりに大きかった。たとえば 42 型 HD 級 PDP TV、50 型 HD 級 PDPTV はそれぞれ前年比
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約 25%、35%の下落であった(図 2)。 
 中国 PDPTV 市場には PDP の価格下落に影響され、さらに、ローカルメーカーの価格競争によ
り、PDPTV の出荷額が下がる一途に辿った。たとえば、中国市場の PDPTV (42 型)の平均小売価
格は 2004 年 1 月に 3.34 万元、2005 年 1 月に 2.14 万元、2005 年 6 月に 1.78 万元となり、PDPTV
の最安値はすでに 1万元に割れている状況である。 
2005 年、中国市場における PDPTV の出荷台数は 50 万台になり、世界 PDPTV 市場の 10%を占め
ている。市場にはローカルブランドと外資ブランドが合計 23 になり、激しい競争が見られてい
る。国別 PDPTV ブランドの市場シェアを見ると、数量ベースでは中国のローカルブランドが全
体の 43.67 %に達し、比較的に優位性を示している。一方、金額ベースでは、日系ブランドが
市場全体シェアの 38.54%を占めており、外資ブランドの比率が全体の 64.76%になっている(図
3)。 
 
図 3 ブランド国別の中国 PDPTV 市場シェア 
 
   
 
 
 
 
 
 
図 4 中国 PDPTV の市場シェア(数量) 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：中国国家信息中心『2005 年度薄型テレビ白書』により作成 
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図 5 中国 PDPTV 市場にけるブランド別の価格分布(元) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：CCID の全国 900 販売拠点における市場調査データ(2005 年 4 月)により作成 
  
また、上位 5ブランドの市場シェアはかつての 93%(2003 年 1 月)から 2005 年に 49%に低下し
てきた。特に、長虹(10.1%)をはじめ、ローカルメーカーの激しい攻勢により、外資ブランドが
激しい競争にさらされている。ローカルブランドが 2005 年にようやく市場シェアの 4割以上を
占めるようになった。一方、松下は一時中国 PDPTV 市場シェアの約 5 割に占めたが、ローカル
メーカーの値下げ競争に影響され、現在約 14%の市場シェアで中国 PDPTV のトップ地位を維持
している(図 4)。 
ブランド別の価格分布を見ると、ローカルブランドはローエンド市場から攻める一方、外資
ブランドはハイエンド市場に注力する傾向が見られた(図 5)。たとえば、長虹ブランドの約 9
割、厦華ブランドの 7 割、海信ブランドの 6 割は 1.5 万元以下の価格帯に分布している。それ
に対して、サムソンブランドの 9 割、パナソニックブランドと日立ブランドの 5割以上は 2 万
元以上の価格帯に分布している。 
 現在、松下、日立、パイオニア、LG、サムソンの 5社が PDP を生産している。上記 5 社から
PDP モジュールを調達し、自社でアセンブリーを行う中国メーカーは少なくない。また、一部
のローカルメーカーは PDP のみを購入し、自社内で駆動 IC 電気回路をつけるケースもある。上
海松下等离子顕示器有限公司(SMPD) はいち早く PDP の中国現地生産をスタートし、パナソニッ
クブランドの中国市場制覇に大きな役割を果たしたといえよう。楽金電子(南京)等离子公司(LG
電子)が2004年4月に南京PDPモジュール工場を完成させ、年間にPDPモジュール24万枚、PDPTV 
5 万台を生産する予定である。また、2006 年 10 月に日立数字映像(中国)有限公司(HDCN)の PDP
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工場が福州で稼動開始した。 
 一方、ローカルブラウン管メーカーの彩虹集団は北京に PDP の試作ラインを有し、2005 年に
42 インチと 60 インチ PDP の製造技術を開発した6。中国の民営ハイテク企業の SVT グループ（斯
威特集団）は、2004 年 12 月に東南大学が開発したシャドウマスク方式の PDP 製造技術(基礎技
術と製造プロセスを含み)の特許を 8000 万元で購入した。総投資額は 50 億元で、南京市で PDP
の一貫生産工場を建設し、年産 PDPTV 100 万台を計画している7。また、長虹は年産能力 150 万
枚の PDP ラインの建設計画を打ち出している8。現在、中国の PDP 一貫生産工場は松下電器の上
海工場と日立の福州工場の 2ヵ所のみである。 
 
2・中国 PDPTV 市場における日系 2社の事業展開 
 
中国の『外商投資産業指導目録』は業種別で奨励、認可、制限、禁止の 4 種類に分け、外資
企業の進出形態を決定している。中国進出の形態は「合弁」、「合作」、「独資」の三つの形態が
あり、「三資企業」と総称する。独資企業の設立が認められない場合に、外資企業は中国側パー
トナーと合弁企業を設立し、出資比率によって権利や利益配分、義務の分配が決定されている。 
合弁会社の場合、外国企業側の投資資本が少なく、中国側の販売ルートが活用できるなどの
メリットがある。しかし、会社運営に対し、中国側との十分な意思疎通と相互理解が求められ
ている。一方、独資企業は外国出資側の役員で構成されるため、経営方針や従業員の待遇など、
すべて出資者の意思で臨機応変に決定できる。反面、中国の法律や政策の把握、独力で企業運
営、初期投資額が大きいというデメリットがある。 
近年、中国政府の規制緩和に伴い、独資で設立可能な業種が増えることにより、独資で進出
する外資企業が増加しつつある。SMPD と HDCN はそれぞれ松下電器と日立グループの中国現地
合弁企業である。SMPD について、日中出資側の意思疎通に問題が存在するだろうと考えられる。
一方、日立グループは出資比率の変更を通じ、HDCN の企業形態を独資企業へ転換しようとして
いる。 
 
SMPD(上海松下等离子顕示器有限公司) 
1987 年 9 月に北京・松下ブラウン管工場(BMCC)が設立された以来、松下電器は中国で数十以
上の現地法人を設立し、大規模な事業展開を行っている。これらの中国拠点における人材養成、
                                 
6 「人民日報」(2005 年 4月)の報道による。 
7 「人民日報」(2004 年 12 月)の報道による。 
8 「新京報」(2006 年 4 月)の報道による。 
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技術開発、資金調達、販売など総合的な支援活動を行うため、1994 年に統括本社である松下電
器（中国）有限公司が設立された。2006 年現在、中国の事業について、松下電器は統括会社 1
社、R&D センター5 ヵ所、製造会社 47 社、販売 6 社、合計 61 社で構成され、約 7万 6000 人の
従業員を有している。 
 
表 4 SMPD の概況 
住 所 ： 上海浦東新区金穗路 1398 号 
設立日 ： 2001 年 1 月 20 日 
代 表 ： 顧 培柱(董事長)  
会社形態： 中日合資企業 
資本金 ： 1 億 3,911.1 万米ドル 
投資総額： 1 億 9,750 万米ドル 
出資比率： 松下電器(51%)  上海広電電子(41.9%) 
上海工業投資(4.5%)  上海広電(2.6%) 
従業員数： 1150 人(日本人駐在員 10 人) 
主な製品： PDPTV、PDPTV パネル、PDP モジュール 
出所：SMPD の社内資料により作成 
 
 2006 年、松下電器は兵庫県で PDPTV 年産能力 600 万台の第 4工場を建設し、2007 年 7 月に第
1期の稼動を開始する予定である。松下電器は、既存の PDP 大阪茨木第 1・2工場と第 3工場（兵
庫・尼崎市）、中国上海工場を合わせた計 5工場で、2008 年度中には月産 92 万 5,000 台の生産
体制を構築し、世界 PDPTV 市場を席巻する戦略である。 
 上海松下等离子顕示器有限公司(SMPD と略称)は 2001 年に設立され、上海広電と松下電器の
合弁企業である。主に、PDPTV 及び PDP モジュールの生産、販売を行っている。パネルの生産
量は 2003 年 2 月に 5000 枚、3 月に 2 万枚、初年度には 7 万枚に達成した。また、2004 年 12
月に歩留まりが 88%まで改善され、2005 年には年産 PDP パネル 18 万 9千枚の実績をあげた(最
大生産能力が 24 万枚)。 
 2003 年以降、韓国企業の大規模投資やローカル PDPTV メーカーの躍進により中国の PDPTV 市
場において、激しい競争が見られた。中国各地に立地する PDPTV メーカーを見ると、華北には
瀋陽 LG、サムソン、華東には上海広電、日立、松下電器、パイオニア、ソニー、三洋、東芝、
華南には TCL、海信、康佳、創維、厦華とのような勢力図である。各社は周辺地域の部品産業
集積を生かし、コストの削減を図っている。SMPD は PDPTV のアセンブリーだけでは中国市場に
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生き残れない現状を考慮し、2005 年にデバイスから製品までの一貫生産体勢を整えた。 
 PDP 製品の用途は民生用向け、システム向け、他社向けのモジュール製品などのルートがあ
る。生産されたパネルの 5割はモジュールとして出荷し、完成品の約 5 割は輸出している。近
年、PDP モジュールが生産能力の拡大により、自社用を除く長虹、海信などのローカルメーカー
にも出荷している。また、パナソニックブランドの PDPTV は販売好調で、中国交通部車両信息
管理中心や北京国家会計学院など政府・教育機関、国内各地の空港・駅や上海リニアモーター
カー（上海磁浮列車）などの交通車両に導入されている。今後、SMPD は 2008 年の北京五輪に
おける中国システム市場の成長を予測し、積極的にシステム機器向けの PDPTV 製品を取り組ん
でいる。 
 現在、PDP 用ガラスなどの材料は日本から輸入し、セット部品はできるだけ現地化にしてい
る。2005 年、SMPD は PDPTV に使用された電子部品の 50－60%(金額ベース)を現地から調達する
一方、素材関連の現地調達はわずか 25－30%に過ぎず、日本からの輸入に依存している現状で
ある。PDPTV の部品を見ると、エスカッションは広東省恵陽市の民営企業から調達し、バック
カバーはローカル部品メーカー(信騰)から購入している。これらの部品は日本より製造原価の
2－3割安く、流通コストや関税を合わせて日本より約 4割安くなる。一方、トランジスタや抵
抗等の部品は主に中国に進出する松下系列の日系部品メーカーから調達している。 
 また、SMPD の人事採用は主にインターネット上募集、仲介求人会社、新聞誌を通じて人材募
集を行い、学歴、仕事経験、技術資格によって採用を決めるという方法を取っている。社内の
OJT について、SMPD は技術者の海外研修、専門家、講師の社内講座、管理者の社外研修、自社
内研修などの 4種類である9。 
 従業員の賃金は管理人員、技術人員、間接人員(事務系)、直接人員(生産現場の作業員)の 4
ランクに設定されている。直接人員の賃金は月約1100元の基本給と200元の奨励金に構成され、
月一回の出来高評価により、給料の昇給が決まる。また、大学新卒者に対し、1600 元の基本月
給と奨励金を支給し、年 2 回の仕事評価を行う。新卒の技術人員に対し、5 年雇用契約が結ば
れれば、年間 1 万元の住宅支援金が得られる。仮に契約期間内に退職する場合、住宅支援金を
全額返済しなければならない。そのような人事制度によって、大卒者の離職率が約 5%に抑えら
れた。一方、オペレーターの離職率は高く、約 20%に達している10。 
 松下電器は、現地市場に適応する製品の開発、市場の変化への迅速な対応、現地人材の活用
などを図るため、北京(次世代移動通信、デジタルテレビ関連ソフト開発)、上海(移動通信端末
                                 
9 研修内容は技術者の日本研修(8ヶ月)、総経理塾(課長クラス以上)、生産ラインの研修などである。 
10 GM 社は当社の周辺に進出し、現場オベレーターに対する月 3000 元の募集情報を出したとき、当社から
約 100 人の離職者が出てきた(総務部長のヒアリングによる)。 
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技術商品の研究開発)、天津（カーAV 商品の開発設計）、大連（ソフトウェア開発設計）、蘇州
（各種商品設計・研究開発）などの R&D センターを通じて研究開発を行っている。現在、PDPTV
に関する研究開発、設計部門は日本で行っている。松下電器は AV 関連製品の世界同時発売とい
う戦略を実施しており、大阪茨木に立地する PDP のマザー工場は製品開発、生産管理などを含
めて、世界各地の工場へ発信することによって、製品の世界同一品質を狙っている。 
 一方、中国ローカルメーカーは PDPTV の生産に参入し、低価格戦略、整備された販売網、ア
フターサービスによりパナソニックブランドの市場シェアに食い込んでいる(図 3)。このよう
な厳しい市場現状を認識し、SMPD の田孝斉氏(副総経理・元上海広電電子)は松下電器(大阪本
社)の中国 PDPTV 市場戦略に対し、二つの問題点を挙げた。まず、中国に進出した日系部品メー
カーから部品調達の問題である。これらの部品メーカーは松下電器の系列メーカーであり、中
国工場の生産能力はいずれも大きくない。ゆえに、部品のコストダウンがなかなかできず、む
しろローカル部品メーカーから調達した方がコストの削減ができる。次に、研究開発に問題が
ある。要するに、本社ベースで研究開発を行うと、どうしても現地市場需要とのギャップが出
てくる。地域の文化、所得水準などの要素を考慮し、現地に適応する製品開発、ロケーション
の差別化が重要である。したがって、PDPTV の設計、開発が中国に移転しなければならない。
つまり、SMPD の中国側の経営意図は松下電器本社の中国戦略とずれるところがあり、お互いに
すり合わせする余地があるではないかと見られる。 
 筆者は SMPD の中国戦略における上海広電と松下電器の意図について、以下のように指摘した
い。まず、上海広電(国有企業)が松下電器と SMPD を設立する目的は、①中国現地で PDP 生産を
図ること、②松下の PDP 技術が中国への移転、③PDP 部品の現地生産による裾野産業の育成、
④今後中国ローカル PDP メーカーの技術向上を促進すると考えられる。つまり、中国側にとっ
ては、PDP の製造とモジュールのアセンブリーだけで、いつまでもコア技術の獲得ができず、
PDP の国産化が実現できない問題となる。したがって、上海広電は松下電器に設計、研究開発
部門の中国移転を強く求めている。 
 しかし、現状から見ると、松下電器を有する PDP 関連の技術者資源がグローバル事業展開に
追いつかない状態である。つまり、限られた技術者を有効に利用し、研究開発の効率性を図る
ため、資源が最大限に集中せざるをえない。また、松下 PDPTV 第 3、第 4 工場(兵庫県尼崎市)
の立地要因を吟味すれば、PDP 研究開発部門の役割が一目瞭然となる。松下 PDP 尼崎工場の立
地は阪神高速道路の湾岸線尼崎末広ランプ至近にあり、松下電器の茨木、高槻の工場と 40 分程
度の距離で結ばれている。すなわち、PDP に関する生産工場と研究開発部門が近くに集結し、
研究開発、デバイス生産、セット生産が近い距離で連携を取れる体制とした点が大きな特徴と
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いえる11。松下電器 PDP 研究開発部門が量産工場との補完機能、役割を考慮すれば、上海へ移
転しない理由が解釈できるだろう。さらに、SMPD は日中合弁企業であるので、PDP の技術流失
問題に関わる点も否定できないと思われる。 
 今後、SMPD にとって、日中側の意図ずれ問題を解決しなければならない。一方、いかにロー
カルメーカーの攻勢に対応し、中国市場の優位性を維持するかは今後、重要な問題となり、か
つて中国市場における松下ブラウン管テレビの敗退事例をモデルとし、PDPTV 中国戦略の再構
築が必要であろう。 
 
 HDCN(日立数字映像(中国)有限公司) 
 1981 年、福建省福州市に設立された「福建日立電視機有限公司」は日中初の合弁企業であり、
「技術の日立」として全国に知られた。当時、中国テレビ市場の需要拡大につれ、福日ブラン
ドのテレビも好調で展開されている。90 年代、日立は海外の生産拠点からカラーテレビの生産
ラインを福建日立に移し、輸出向けの事業を拡大している。一方、90 年代以降の中国カラーテ
レビ市場において、ローカルメーカーの躍進とテレビの値下げ競争により、外資ブランドが相
次いで敗退された。 
 このような厳しい経営環境下で、福日公司はブラウン管テレビの価格競争から脱出するため、
1998 年にプロジェクションテレビの生産をスタートし、拡大する中国のプロジェクションテレ
ビ市場を狙い始めた。そして、日立は 2001 年 6 月に福日公司からプロジェクションテレビの設
計・生産・販売・サービス部門を分離し、日立（福建）数字媒体有限公司を設立し、主にプロ
ジェクションテレビ、PDPTV、液晶プロジェクターの生産、販売を行った。出資比率は日立グルー
プが 51％、福建省電子信息（集団）有限責任公司 47%、東栄商行が２％であった。また、福日
公司は、ブラウン管タイプのカラーテレビの受託生産に特化し、製品のラインアップを絞り込
み収益力の強化を図っている。 
  
                                 
11 シャープ亀山工場の立地要因は松下電器と同様に、液晶事業の中核拠点である天理工場と、中小型のパ
ネル生産を担当する三重工場(三重県多気町)といずれも 1時間程度の距離に立地し、「クリスタルトライ
アングル」を形成している。 
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表 5 HDCN の概況 
住 所 ： 福建省福州市東山路 98 号 
設立日 ： 2001 年 6 月 15 日 
董事長 ： 井本 義之  
会社形態： 中日合資企業 
資本金 ： 1.6 億元 
投資総額： 3.2 億元 
出資比率： 日立製作所 25.6%、日立(中国) 52.4%、福建省電子信息(集団) 20%、 
Max Benefit Holdings Limited 2% 
従業員数： 1400 人(2006 年現在) 
主な製品： プロジェクションテレビ、液晶プロジェクター、PDPTV、PDP、 
PDP モジュール 
出所：HDCN の社内資料により作成 
 
2005 年 6 月、日立は中国における PDPTV の生産能力を拡大するため、約 4億円の追加投資を
行い、PDP の組み立てなど、後工程の現地生産を図った。2005 年 10 月に稼動された新工場は、
月産8000枚の実績を挙げ、2006年に月1.3万枚に引き上げた。PDPは主に自社完成品に提供し、
ローカルメーカー企業への外販にも乗り出している。また、PDPTVの生産能力が月1,000台(2005
年末)から 2006 年に 5,000 台に拡大された。2006 年 4 月 1 日に社名が日立数字映像(中国)有限
公司(HDCN)へ変更され、デジタルテレビ事業に特化している。 
前述したように、ローカルメーカーの低価格戦略に影響され、中国 PDPTV 市場における外資ブ
ランドの市場シェアは低下しつつある。一方、日立ブランドの PDPTV は逆行高で、市場シェア
を順調に伸ばしている。図 6 を示すように日立は 2003 年に 2.9%、2004 年に 4.9%、そして、2005
年に 9.98%の市場シェアを占め、松下、長虹に続く第 3 位の PDPTV ブランドとなった。なぜ、
日立 PDPTV は激しい中国市場に優位性を維持でき、LG、松下の市場シェアは低下しつつあるの
かは非常に興味深い問題である。LG、松下の PDPTV は他社よりいち早く中国市場の進出に果た
し、一気に大きな市場シェアを占めた。しかし、競争相手の増加につれ、従来の PDPTV 市場の
勢力図を再構築するのは必然な結果である。一方、中国市場に適応する製品戦略は日立 PDP 事
業展開のカギであると思われる。 
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図 6 日立 PDPTV の市場シェア推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：中国国家信息中心『2005 年度薄型テレビ白書』(2005 年のデー
タ)、CCID(2003、2004 年のデータ)により作成 
  
HDCN は中国市場の価格競争に対応し、1.7 万元の 42 インチ PDPTV を売り出している。日立ブ
ランドの競争力を考慮し、ローカルブランドより約 2割高の価格設定は決して割高感は感じら
れないだろう。つまり、中国市場に対応する機種の開発は日立ブランドのシェアアップに大き
く貢献された(図 7)。そして、日立 PDPTV の第 2弾は 1024×1024 解像度の 42ＰＤ5,000PC 機種
である。中国 PDPTV 市場には、852×480 解像度の SDPDPTV が HDPDPTV (3 万元以上)より安いた
め、全体の 9割を占めている(70 万－90 万画素の製品が多い)。日立の 42PD5000PC 機(2.5 万元)
は SDPDPTV と HDPDPTV の中間層を狙い、好調で売られている。 
 
図 7 日立 PDPTV の売上構成(2005 年 5 月) 
 
出所：HDCN の社内資料により作成 
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 さらに、42PD7000PC 機(2.7 万元)は 100 万画素、自動方向調節、55PD5000TC(5.7 万元)は 55
型の大型 eAlis ブランドパネルを採用したハイエンド機種の発売は「技術の日立」という企業
イメージを大きくアップさせたといえよう。 
 HDCN は技術本部、製造本部、営業本部を中核として、財務、資材、情報管理、総務部など合
計 17 部門、5 つの子会社(北京、成都、上海、広州、瀋陽)に構成されている。地域の販売戦略
について、HDCN は従来福州本社にある販売部門を上海へ移管し、上海拠点を従来の事務所機能
から子会社に格上げした。すなわち、上海子会社に販売権を与えることによって、現地トップ
は市場変化に速やかに対応し、自らの意思決定ができるようになった。上海販売子会社を設立
したことは、上海に立地する松下の勢力圏で市場攻略を図ることを意味した。いわば、上海市
場で松下、LG、サムソンなどのライバルをさえ倒せれば、中国の PDPTV 市場を制覇することが
できると意味している。 
 HDCN のマーケティングは BtoB と BtoC 戦略を実施している。BtoB 戦略は主に政府部門、企業
にダイレクトに販売することで、BtoC 戦略は中国のスーパーマーケット、量販店などの代理店
を通じて、販売することである。現在、HDCN は中国 21 都市に事務所、1200 以上の製品展示コー
ナーを設け、地域の販売網を構築している。また、2005 年に中国 AV 製品量販大手の愛浪社と
提携することによって、日立 PDPTV は 2000 ヵ所以上の愛浪量販店を通じて販売促進を図った。
HDCN のこのように徹底的にマーケティング戦略を実施し、中国における販売拠点数がすでに松
下電器を超えている。 
 2005 年、日立ブランドはすでに上海 PDPTV 市場のトップの座についた。今後、生産コスト削
減、価格引き下げに注力し、福州で研究開発センターの設立を計画している。高品質による製
品の差別化、中国市場のオリジナル製品の開発、販売網の構築などの戦略で、現在、日立 PDPTV
がパナソニックブランドに追いついており、引き続き今後の市場動向に注目したい12。 
 
まとめ 
 
 現在、中国の大型 FPDTV 市場ではまだ PDP TV の市場優位性を維持している。2006 年の中国
FPDTV 市場では 37 インチ LCD TV が主力サイズとして定着すると予測されている。大型 LCD の
量産について、サムソン電子とソニーの合弁会社である SCD が第 7 世代ラインを稼動し(40 イ
ンチパネル)、LGフィリップスLCDが 2006年下半期に42型 LCDパネルの生産を計画している。
したがって、2007 年以降の大型 FPD TV 市場には LCD と PDP の競争が一層激化すると予測され
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ている。 
 さらに、ローカル PDP TV メーカーは PDP 製造に参入する動きが強まっている。今後、PDP の
国産化により PDPTV 価格の下落につながり、中国国内の価格競争が外資各社に大きな影響を与
えるのであろう。一方、日系 PDP パネルメーカーは値下げ圧力に直面し、生産コストの削減、
販売体制の整備及び製品の差別化に工夫しなければならない。日立は SD PDP パネルの生産を中
止し、eAlis パネルの生産を強化しており、松下と PDP 事業における開発、生産、マーケティ
ング、知的財産権という幅広い分野での包括的な協業を推進すると発表された13。したがって、
中国 PDPTV 市場において、日系 PDPTV トップ 2 社はローカルメーカーの躍進や韓国・台湾メー
カーの量産拡大にいかに対応するかは今後の課題となる。 
 SMPD のケースを通じ、日中出資側各自の思惑や一部戦略の意図外れが見られた。現在、パナ
ソニックブランドの PDPTV が中国市場にまだ優位性を有している。しかし、長虹などのローカ
ルメーカーの低価格攻撃に敗れる場合、SMPD 中国戦略における日中出資側の摩擦が表面化され
るのであろう。一方、SMPD と比べて、HDCN の中国戦略は比較的に順調に展開している。とりわ
け、日立グループが HDCN に対する持ち分株比率を従来の 51%から 78%までに引き上げ、企業ガ
バナンスの強化を図ったことにより、HDCN は従来の合弁企業より独自な経営戦略の実施や迅速
な意思決定ができるようになった。 
 したがって、筆者は PDP や LCD のような先端技術を採用する高付加価値の製品に対し、中国
で合弁企業の設立よりむしろ独資の方が有利であろうと指摘しときたい。当然、独資企業は現
地政府の要請、進出のリスク、販売網の整備、現地法律の対応などの問題に直面されている。
しかし、長期的な戦略を考慮し、市場変化に対応するスピーディな経営体制の構築がもっとも
重要となるだろう。 
 2005年11月、松下電器と日立は有料ハイビジョン放送を始める中国中央テレビと連携して、
視聴者拡大に協力すると発表した14。日系二社が選ばれた最大な理由は解像度の高い PDP 映像
技術を有し、高品質のテレビ放送につながるのである。したがって、ハイビジョン放送による
テレビの画像品質が注目されれば、日系企業巻き返しの可能性が十分あるのであろう。 
 本稿は中国の PDPTV 市場構造と主要日系 2 社の事業展開を分析した。中国の薄型テレビ産業
の発展について、ローカルメーカーがいかに研究開発を行い、技術のキャッチアップができた
かなど、多数の課題が残されている。次回の中国液晶産業で詳しく分析してみたい。 
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